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（2）10大企業集團（売上高基準）






































































































ユ987 1988 1989 1990 1991
30大企業集團
10大企業二心
5大企業経連
内部持分率
内部持分率
内部持分率
同一人持分率
相互1持分率
　　計
同一人持分率
相互持分率
　　計
同一人持分率
相互持分率
　　計
15．　8
40．　4
56．　2
13．　7
41．　3
55．　0
12．　7
47．　2
59．　9
16．　1
49e　5
65．　6
14．　0
49．　7
63．　7
13．　0
44．　8
57．　8
16．　1
46．　0
62．　1
14．　7
31．　7
46．　4
13．　7
35．　7
49．　4
13．　7
31．　7
45．　4
12．　9
34．　6
47．　5
13．　6
35．　3
48．　9
13．　9
33．　0
46．　9
12．　9
35．　2
48．　1
14．　4
38．　0
52．　4
出所：経濟企劃院公正去來委員會および財務部資料。劉承暴，「わが國企業集團の所有経螢構造と政策封
　　感」，韓國経濟學會1991年定期學術大鋸獲表論文，pp．31－32；李奎億・李在亨，　r企業集團と経濟
　　　力集中』，史記開二院（ソウル），1990，p．53；姜哲山外，『財閥』，比峰出版肚（ソウル），　p．43；
　　丁嫡焦・凹凹植，『韓國財閥部門の経濟分析』，韓：國開門研究院（ソウル），1992，pp．202－204から
　　作成。
3．企業組織
　（1）企業の支配構造
　韓国企業における所有構造の特質は，基本的に家族又は派閥による閉鎖的所有であるというこ
とにある。企業規模が拡大し，企業集団を形成する場合にも，このような特質には変わりがな
い。1991年4月現在，30大企業集団において，所有者とその一族が所有する「同一人株式持分
率」は13．9％であり，それは，5大企業集団の場合には14．4％とやや高い。しかし，所有者はこ
れだけの資本で企業集団を所有している訳ではない。その所有力は系列社間の相互出資によって
大きく強化されているからである。同年における30大企業集団の相互持分率は33％であり，これ
に同一一人持分率（13．9％）を合わせれば，「内部持分率」は46．9％と全体の半分に近い。・内部持
分率は，企業集団の規模が大きいほど高く，10大企業集団の場合は48％，そして5大企業集団の
場合は52．4％に達している。韓国の企業集団は50％内外の高い内部持分率によって，高度の所有
集中を実現しているのである（表3参照）。
　相互出資の最も単純な方式としては両会社間の直接相互出資があるが，これは「公正取引法」
の改正（1986年）によって禁止されている上に，それ自体としても多数の企業を所有する方式と
しては限界をもつものであった。そこで，今日一般的に利用されている相互出資方式としては，
母企業を中心に多くの系列社の株式を保有する放射線型，多数の系列社が連鎖的に他系列社の株
式を保有する環状型，そして多数の系列社が無作為的に交互に株式を所有する行列型などが併有
している（李奎億・李在：亨，前掲書，51頁）。
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　系列企業間の相互出資の必要性は，早くも1960年代から現れていたのであるが，特に政府の重
化学工業化宣言（1973年）以後増大した。自己資本基盤が脆弱であり，かつ株式市場を通じての
資本調達も困難な条件下で，企業は成長のための巨額の資本を外部，特に銀行から借入れなけれ
ぽならなかった。その際，企業の外部資本調達能力は資本金規模の大きさにかかっていた。そこ
で企業集団は，株式の相互保有によって系列社の資本金規模を実際よりも大きくふくらませ，銀
行融資を受けるための有利な条件に立とうとしたのである。相互出資は，企業の株式公開を強要
した政府の「5．29措置（1974年）」によっても促進された。即ち所有主は，系列企業間の株式相
互出資によって，比較的小さい資金で企業集団の巨大資産を統制し，また外部からの企業の乗っ
取りや支配を防止することが出来たからである。
　系列二間の相互出資は，前述の法律改正（1986年）により，直接相互出資の場合は禁止され，
間接相互出資の場合は出資総額が会社総資産の40％以内に制限されることによって，制約を受け
るようになった。その結果，内部持分率は，1987年以後，漸次減少傾向を示している。例えば30
大企業集団の内部持分率は1987年の56．2％から91年には46．9％へと低下した。それはおもに相互
持分率が40。4％から33％へと低下したためである。法的規制のなかった1984年現在の相互持分
率は46。5％であった。しかし，5大または10大企業集団の場合，相互持分率はむしろ上昇して
いる（表3参照）。企業集団は相互出資を通じて内部の資本的結合関係を強化しながら外形的拡
張をはかったのである。
　他方，政府による株式公開の誘導にも拘らず，その程度は未だ低い。1991年4月現在，30大企
業集団の561系列社の中で，株式を公開した会社は，全体の28．7％にあたる161社に過ぎない（内
外経済新聞（ソウル），1992年6，月1日，劉承曼，前掲論文，31頁）。この面でも所有主を中心と
する企業集団の閉鎖的所有体制は確固である。
　韓国企業における経営支配構造の特質は，所有と経営の一致ということにある。1989年の一調
査によれば，大企業の場合，所有と経営が完全に分離されている例は22．4％に過ぎないのに対し
て，未分離の例は71．6％に達している。中小企業の場合，所有主の経営支配は83．3％に達して
いる（韓国生産性本部r韓国企業の経営力評価』，1989年12月，70頁）。
　所有主の経営支配は，最高経営者である社長の出身背景からも伺うことができる。1984年の一
調査によれぽ，社長が所有主である例は57％を占めるのに対して，専門経営者の例は43％に過ぎ
なかった（ソウル大学経営大学経営研究所r韓：国企業の現況と課題』，1985年，115頁）。一方，19
91年忌一一・　SS査によれば，最高経営者の構成比において，所有主および親戚・一族の比重が32．7％
に低下しているのに対して，専門経営者の比重は67．3％へ上昇している（愼虚根，前掲書，116－
7頁）。企業規模が大きくなり，専門知識が必要になるにつれて，専門経営者の比重は高くなっ
ている。事実，三星やラッキー金星を始め大企業では，1960年代初から社員の公開採用を始め，
専門経営者を養成して来た。その結果，1980年代なかばには全企業集団における出身背景からみ
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た経営陣の構成が公開採用（15。5％）と非公開採用（39．5％）を合わせた内部昇進者，55％，外
部からの迎入れ者21．1％，社主の血縁者8。8％，その他1。4％となっている（鄭求鉱r韓：国企i業の
成長戦略と経営構造』，大韓商工会議所（ソウル）1987年，127頁）。企業集団の規模が大きい程，
内部昇進者の比重が高く，規模が小さい程，社主の血縁関係者が多い。なお血縁関係者はかなり
大きい規模の企業集団でも経営陣に多く入っている。
　これらの最高経営者および経営陣における内部昇進者や外部迎入れ者にあって重要なのは能力
よりも血縁，地縁，回縁，政府との縁故等であった。それは，これらの要素を重視する韓国の社
会文化的伝統にもよるであろうが，現実的には，企業が急成長するなかで，信頼性の高い人間的
つながりを通じて内部的結束力を高め対政府関係をよくしようとしたことによるものと見ること
ができるであろう。その中で，最高意思決定権は所有経営者である会長に帰属し，経営陣一般は
会長を補佐し執行する役割を遂行する。企業集団の最高経営者たちも大部分，系列会社の社長で
あって，最終的意思決定権を実質的に持っている訳ではない。このようにして，所有の経営支配
度は5大企業集団の場合，65．63％そして30大企業集団の場合も63．82％に達している。（丁三焦・
梁英植共著，r韓：国財閥部門の経済分析』，韓：国開発研究院（ソウル），1992年124頁）。所有に基
づく経営支配は，後述の如く企業組織にも反映され，強力な中央統制的意思決定機構を形成する
ようになった。
　所有経営支配体制は，企業の急成長のなかで必然的に形成されたという側面があるとはいえ，
30年程の企業成長の歴史が経過し，外見上現代企業としての体制も整っているにも拘らず，むし
ろ世襲化傾向を現している。即ち，創業一世は企業を長男中心の直系家族に継承させ，所有経営
支配体制の継続的維持を志向しているのである。企業の継承は，既に1980年代に相当進行した。
1988年の一調査によれば，44。2％の企業が継承完了（23％）なり近いうちに継承完了予定（21。2
％）なりであった。従業員1，000人以上の大企業の場合，継承完了または予定の比率は57．1％と
高くなっている。
　継承の場合，90％以上が家族継承であり，その70％程が長男中心の継承である（愼侑根，前掲
書，124一　5頁）。したがって，家族関係のない専門経営者への継承は10％未満に過ぎない。企業
集団の例をみれば，1992年現在，継承完了企業集団は21であり，その中の1例（起亜）を除いた
残り全部において創業主の血族への継承が行われた。血族継承の中で世代内継承は1例（鮮京）
のみで，残りの19はすべて世代間継承であり，その79％にあたる15企業集団で長男への継承が行
われた。一方，継承予定の企業集団は15で，それらすべてが血族への継承を予定しており，その
中の13集団で長男への継承が予定されている（姜哲圭外r財閥』，比峰出版社（ソウル）1991年，
54頁）。それは長男中心の家族主義的伝統の強いあらわれといえよう。
　企業の継承は所有のみでなく，経営支配をも含むものである。そのために所有経営者は，直系
2世を国内外の名門大学で教育させ，専門経営者としての資質を培養することによって後継者養
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成を積極的に推進してきた。このように養成された2世継承者による企業の所有経営体制の持続
が図られているのである。
　（2）企業の経営組織
　韓国企業における経営組織の基本形態は職能別組織であり，その運営上の特性は所有経営支配
構造のなかで，集権的，中央統制的性格にあるといえよう。
　企業組織の拡大に伴う合理的経営のための組織化戦略としての意思決定機構の整備・強化は，
1960年代初より推進されてきた。先ず，新商法（1963年）により，株主総会の権限は最高意思決
定および株主の利益確保に限定され，理事会が経営管理の意思決定および業務執行の監査を行う
ようになった。経営管理の執行は，理事会の構成員である社長以下の最高経営者に委任され，会
社の代表権は代表理事（社長）に与えられた。しかし，経営に関する重要な意思決定が最終的に
理事会によって行われているのではない。というのは，所有経営支配体制の下で，最：終的な意思
決定は所有経営者によって行われているからである。企業集団の場合，中核企業が全社的次元の
戦略を決定している。
　一方，最高経営者の機能が複雑化するに伴い，それらの機能を専門的・効果的に遂行するため
の機構として，一般理事以上で構成され，「経営会議」，「運営会議」などと呼ばれる常務会も設
置された。1970年忌に入り普及し始めた常務会は，80年代半ばには，調査企業の52％で設置され
るようになった（呉鍾錫r韓国企業の経営的特質』，千倉書房，1983年，113：頁）。常務会の機能
も協議・調整にあって審議・決定にあるのではない。
　企業規模の拡大と機能の多様化に伴い，一般部門における水平的分化・部門化も大きく進ん
だ。とくに，社内の各種活動を統轄する本社または本部の場合，機能の多様化による水平的分化
が大きく進んだ。1970年代から80年代にかけて，部・課は部分的には統合・廃止されながらも，
全体としては大きく増設され，強化された。その結果，大企業の本社の場合，部は19を数え，各
部は平均3つの課をもつようになった。
　部門化とともに文書化も進み，表面上公式化も進んだ。にも拘らず，公式化は従業員の業務範
囲と責任限界が明示されておらず，さらに職務標準化も明確になっていない状態で，実質的に額
面通り機能しているのではない。したがって韓国企業の経営組織は，職務中心の水平的組織とい
う形をとりながら・も，運営の面では，多くの段階の位階秩序を通して下達される黙示的指示によ
って運営される垂直的組織という性格がつよい。
　事実，韓国の企業では垂直的分化が著しく進んでいる。例えば，既存の課長，部長：，理事とい
う垂直的階層の他に，代理，次長，部長待遇，理事待遇など，垂直的位階が細分化されている。
大企業では，最下位の社員から最高経営者に至るまで，平均10程の職位があり，時にはそれが17
にまでなる場合もある（愼侑根，前掲書，142頁）。このような位階秩序の下で，従業員の職務遂
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行は，作業基準とか標準に拠るよりも，上司の直接指示によって行われる場合が多い。そこで各
管理者の業務分担が大きくなるので彼の管理の幅はせぽまり，そのことが垂直的分化を促した。
しかし，垂直的に分化した位階秩序が明確であるにも拘らず，権限と責任の対応関係はそれ程明
確ではない。即ち，上位層では，相対的に権限が責任よりも大きいのに対して，下位層では，逆
の様相を帯びている。このような組織構造の中で，上位層の意思が多くの階梯を通して下位層に
までおよびながら組織が運営されている。それは最高経営者を頂点とするトップダウン式の集権
的経営組織である。
　一般部門が拡大，分化する中で，1980年に入り，既存の部・課の枠を越えて，特定課業の達成
のための動態的組織単位としてのプロジェクト・チーム組織も利用されるようになった。また，
組織構造の変化を伴わず，作業遂行方法の中に目標を組み入れることによって動機賦与を行う
「目標による管理」（MBO）とか，従業員に多面的な動機賦与を行いながら組織の有効性を向上
させようとする組織開発の努力も行われている。韓国の企業においても成長戦略と環境の変化に
整合的な組織づくりが積極的にはかられているのである。
　急速な成長過程にある企業としては，環境の変化に効果的に対応しながら成長戦略を追求する
ために，長期計画を樹立し，拡大・多様化した組織を統合・調整する総括または企画調整機構を
導入する必要があった。「秘書室」，「企画調i整室」，「会長室」など多くの名称で呼ばれている総括
機構iは，「三星秘書室」（1959年）を矯矢とし，ラッキー金星の「企画調i整室」（1968）年を経て，
1970年代半ば以後には現代の「綜合企画室」（1979年）を含めて本格的に導入され，80年代半ば
頃までには殆んどの企業集団で設置されている。
　総括機構は綜合的な長期経営計画および新規事業などの企画，立案や，そのために必要な情報
の蒐集，整理，最高経営者の特別指示事項や全社的利益にかかわる事柄の処理，予算および組織
管理など極めて多様である。特に同機構は，新入社員の採用，部課長級の人事，設備投資，技術
導入などを管掌することによって経営組織の中枢的地位にあって，集権的組織を維持するための
要となる役割を果している。
　総括機構には大学出の有能なスタッフが集中配置され，総括機能の遂行に当らされている。企
業集団の企画調整機構iに配置された人員数は50－70人，多い場合には200人にも及んでいる（愼
侑根，ユ38頁）。彼らは企業集団内での最高のエリート集団であり，最高経営者に対する補佐役的
役割を遂行する一方配置や昇進などで有利な位置にある（服部民夫r韓国の経営発展』，文真堂，
1988年，154一　5頁）。学縁，地縁を通じて強固な結束力をもつこれらエリート・スタッフで構成
されている総括機構は，所有経営支配体制を支える軸になっているのである。
　経営多角化の進展に伴い，それに対応する組織としての事業部制も導入された。韓：国の企業に
おいて事業部制が定着するようになったのは，ユ970年代後半から80年代前半にかけてのことであ
る。例えば，三星は1977年にラッキー金星は度重なる改編過程を経て1979年に，そして現代は80
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年代初に，それぞれ事業部制を本格的に採用した。その結果，事業部制は大企業の30《・50％にお
いて採用されていると思われる（愼侑根，134・鄭求鉱，128頁）。
　韓国企業における事業部制は，製品多角化が進むにつれて，製品に伴う1つの独立した事業単
位組織として導入された組織である。しかし，その際導入された事業部制は，製品別に生産およ
び販売機能を吸収し，それに必要な管理およびその他スタッフ機能を加えた本来の事業部制では
なく，本来の職能別組織を製品別に機能を拡大した形態の組織である。なお，このような事業部
制の普及につれ，それら事業部間の調整の必要から，関連事業部を統合した形態の組織として事
業本部制も導入されている。その場合，権限の移譲・分権化は行われていない。
　事業部制は，本来，分権的責任経営組織として現れたものである。しかし韓国企業で採用され
ている事業部制はそのような分権的責任経営体制をとってはいない。したがって，それは組織形
態としては事業部制でありながらも意思決定権をもたず実質的には職能別組織と同様な性格をも
っているのである。
　事業部制のもっこのような性格は，企業集団における親会社と子会社との間においてもみられ
る。業種多角化による営業範囲の拡大過程で，企業は業種ごとに系列社を設立し企業集団を形成
するようになった。企業集団を構成する系列子会社は，外形上では独立会社である。しかし，会
社の人事や戦略，資金計画など重要な意思決定権は，子会社の長（社長）に与えられているので
はなく，前述の「企業調整室」や「秘書室」などの企画・調整機能を経て，最終的には親会社ま
たは企業集団の長（会社）に集中しているのである。したがって，それらの子会社は，外見上，
独立企業としての形をとっているにも拘らず，実質的には親会社または企業集団の1つの事業部
であり，その社長は事業部の長という性格をもっている（服部民夫，136一　7頁）。韓国企業で導
入されている事業部制は，組織化および権限の移譲・分権化の程度において，本来のそれとの対
比から，「擬似事業部制」と呼ばれている。外形上での事業部制の一一定の普及にも拘らず，韓国
企業の経営組織は，実質的には集権的職能別組織という性格をつよくもっているのである。
　事実，韓国企業は，高い垂直的分化と集権化，低い公式化，トップダウン式統合等の諸要素を
通じて，中央集権的組織構造を発展させてきた。それは所有経営支配体制に対応する組織構造と
して展開してきたのであり，同時にそのような体制を維持し強化する機能を果してきたのであ
る。
　このような組織構造をもbて韓国企業は積極的に成長戦略を追求したのである。
4e結びに代えで
　韓国の企業は，過去30年に亘る急速な成長過程で，経営戦略の面では，他人資本依存の事業拡
大と大衆的低価格商品の大量販売戦略を追求し，組織構造の面では，確固たる家族所有経営体制
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と集権的中央統制組織を展開させてきた。このような組織構造によって，企業は，経営環境の変
化に能動的に対応し，そして人的・物的資源をフルに動員・利用しながら成長戦略を追求するこ
とが出来たのである。その中で企業は，内外部的にいろいろな問題を伴いながらも，大きく成長
し，それとともに経済も高度の成長をなしとげたのである。
　しかし，韓国企業の発展をささえてきた企業の経営環境は，今や大きく変化している。その変
化は，1980年代初から現れて来たものであるが，特に80年代半ば以降著しく進行した。
　第1は，対政府関係の変化である。その際重要なことは，工業化の推進における政府主導性
の大きな後退と企業に対する特恵的な各種支援政策の縮小ないし中断である。民間主導性が高ま
るなかで，企業は自から自立的基盤を一層固めなけれぽならなくなった。
　第2は，市場環境の変化である。国際的には先進工業国における保護主義・地域主義の強化と
発展途上国の追い上げによって，そして国内的には所得の上昇に伴う嗜好の多様化によって，物
種，低価格。大衆的商品の大量生産・販売戦略は限界に到達するようになった。そこで企業は，
少量ながらも多様な，差別化された付加価値の高い商品を生産・販売するという新たな戦略を追
求しなければならなくなった。更に，開放化の進展に伴い，国内市場での競争も激しくなった。
このような変化に対応して企業は業種専門化と技術開発を積極的に進めながら国際競争力を高め
なければならなくなった。
　第3は社会的環境の変化である。中産層の増大と社会の多元化が進むなかで，値価意識が多様
化し，生活の質的向上に対する欲求が大きくなっている。その中で労働意識も変化し，経済正
義・衡平の実現に対する要求が大きくなり，企業批判意識が高まっている。
　第4は政治的環境の変化である。その直接的契機となったのは，1987年の「民主化宣言」とそ
の後の民主化の進展である。軍事政権の権威主義体制の崩壊によって，その間抑ええられてきた
民衆の社会・経済的不満が同時的に噴出し，既存の権威に対する否定と自由・平等意識が膨溝す
るようになった。いまや国民的統合は，過去におけるが如く，上からの権威によってではなく，
下からの自発的合意によらなければならなくなった。それは企業内部での権威主義を支えてきた
外部的条件の変化を意味するものであった。
　経営環境の変化の中で，企業は，従来の他人資本依存の外形的事業拡張戦略から内部蓄積基盤
の拡大・強化に基づく技術開発および国際競争力強化のための一一一　paの努力，所有と経営の分離と
専門経営者支配体制への移行，そして民主的・協同的管理慣行の導入など，新たな対応が要請さ
れている。そのような意味で韓国の企業は，いまや大きな転換期にあるといえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　《参考文献》
1）韓：国の経営発展，服部民夫著，文眞堂，1988年
2）　韓：国企業経営の実態，韓義泳著，東洋経済新報社，1988年
46 韓国企業の発展について
??）））? ??韓国企業の経営的特質一一財閥系企業を中心として一一呉鍾錫著，千倉書房，1983年
韓：国の経営一その現象と展望一一愼侑根著，博英社（ソウル），1987年
韓：国企業の成長戦略と経営構造，鄭求鉱著，大韓：商工会議所（ソウル），ユ987年
工業化と企業者活動一比較史的研究，金宗舷著，比峰出版社（ソウル），1992年
